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⼩委員会幹事

永⽥聖⼆（電⼒中央研究所）

「鉄筋コンクリート製地中構造物の耐震性能照査技術」に関する講習会

－屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針の拡充－

2021年10月28日 14:00-14:20

耐震補強や部材非線形解析などの諸検討

各検討項目の目的 （拡充箇所）
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(a) 既設構造物の耐震補強（マニュアル2章加筆，照査例Ⅱ・技術資料ⅩⅣ新規作成）

屋外重要土木構造物に適した耐震補強法および現場での適用状況を把握
するための文献調査やアンケート調査を行う．

有力とされるあと施工せん断補強筋を用いた工法の留意点を整理するととも
に，同工法を用いた照査例を提示する．

(b) 構造物と機器の境界部の解析 （技術資料Ⅱ加筆）

前フェーズの実験によるアンカーの復元力特性や損傷状態（初期損傷無しの
基本ケース）を対象として，三次元材料非線形解析による再現を試みる．

(c) 三次元部材非線形解析 （マニュアル2章加筆，技術資料Ⅶ新規作成）

三次元解析における積層シェル要素の適用性を把握するために既往研究や
汎用解析ソフトに関する調査を行う．

積層シェル要素を用いて，土木構造物を想定した既往実験の再現解析を通
して，その解析精度を検証する．

※ 構造物の三次元材料非線形解析については，別途報告する．

 指針： 「第1章 総則」

 「1.1 適用の範囲」に，既設構造物の耐震補強にも適用できる旨を明記した．

 「1.2 用語の定義」に，補修と補強を追記した．

 マニュアル： 「第2章 部材非線形解析を用いた耐震性能照査」

 「2.3.3(5)あと施工せん断補強筋を用いた耐震補強を施した場合の評価」に，
あと施工せん断補強筋を用いた場合のせん断耐力算定の留意点を示した．

 照査例： 「Ⅱ 耐震補強を施した既設構造物の部材非線形解析を用いた照査例」

上記マニュアルの留意事項を受けて，あと施工せん断補強筋を用いて耐震
補強を施した海水管ダクトのせん断耐力算定を例示した．

 技術資料： 「ⅩⅣ 屋外重要土木構造物に適用可能な耐震補強法と適用事例」

文献調査とアンケート調査に基づいて，屋外重要土木構造物に適用可能な
耐震補強法の概要および現場での適用状況を整理した．

(a)耐震補強：拡充方針
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 地中構造物の耐震補強

 構造物外側が地盤に覆われているため
内側からの一面施工が余儀なくされる
場合が多い．

 最も有力な手段は，補強材挿入であり，
特にあと施工せん断補強筋を用いた工
法の実績が多い．

 構造物内側からの耐震補強方法

方法 概要

部材増厚 RC増打ちやプレキャストパネル設置等による耐力増強

部材増設 柱，壁，ブレース，アーチ等の増設による耐力増強

補強材挿入 鉄筋や鋼板の挿入によるせん断耐力増強 → 実績多数

補強材被覆 鋼板，炭素繊維シート等の接着による耐力増強

免震装置設置 滑り支承を用いた隔壁の荷重軽減

4

(a)耐震補強：マニュアル2章の概要 p.112～113
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(a)耐震補強：マニュアル2章の概要

 概要： 部材を削孔後，せん断補強筋を挿入し，グラウトを充填する．

 メリット： 内空断面を減少させずにせん断耐力増強を期待できる．他の構
造物でも補強実績が多い．

 デメリット： 通常のせん断補強筋より効果がやや低減するため，多くのせん
断補強筋を要する．

 せん断耐力評価の留意点𝑉௬ௗ ൌ 𝑉ௗ  𝑉௦ௗ  𝛽௦ௗ ∗ 𝑉௦ௗ
ここに，𝑉௬ௗ：補強された部材のせん断耐力𝑉ௗ：せん断補強筋を用いない部材のせん断耐力𝑉௦ௗ：既設のせん断補強鉄筋が受け持つせん断耐力𝑉௦ௗ：あと施工鉄筋を既設鉄筋とみなして求められるせん断耐力𝛽௦ௗ：あと施工鉄筋のせん断耐力向上への有効性を示す係数（具体的な値は，工法や施工条

件によって異なり，建設技術審査証明書等に基づいて設定される）

 あと施工せん断補強筋の特徴

p.112～113
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(a)耐震補強：照査例Ⅱの概要

条件設定

 「照査例Ⅲ-2005」の新設の海水管ダクトの照査例を修正し，既設構造物に
あと施工せん断補強筋を用いた耐震補強を施した場合を扱う．

工法名は明示しないが，せん断耐力向上に対するあと施工せん断補強筋の
有効係数βpsd＝0.8であると仮定する．

 

断面 部材厚 D 
（cm） 

主筋配筋 主筋量 As 
（cm2） 

補強筋配筋 補強筋量 Aｗ 
（cm2） 

あと施工補強筋配筋 あと施工補強筋量 
Apw（cm2） 

断面 1 60 D19@150 19.1 D13@150 Ss=400 8.44 D16@150 Ss=400 13.3 
断面 2 60 D19@150 19.1 D13@150 Ss=400 8.44 D16@150 Ss=400 13.3 
断面 3 60 D19@150 19.1 D13@150 Ss=400 8.44 D16@150 Ss=400 13.3 
断面 4 60 D19@150 19.1 D13@150 Ss=400 8.44 D16@150 Ss=400 13.3 

断面 1 

断面 3 

断面 4 

断面 2 

対象とする海水管ダクト

p.213～236
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(a)耐震補強：照査例Ⅱの概要

せん断破壊の照査

せん断破壊を回避するために，下式
を用いて，せん断力の照査を行う．𝛾 ⋅ 𝑉ௗ/𝑉௬ௗ ≦ 1.0

ここに，𝛾：構造物係数（＝1.0）𝑉ௗ：部材の設計せん断力（ൌ 𝛾 ⋅ 𝑉）𝛾：構造解析係数（＝1.05）𝑉：応答計算によるせん断力値𝑉௬ௗ：あと施工せん断補強筋の影響を考慮し

た部材各断面の設計せん断耐力

照査の結果，あと施工せん断補強筋
を施すことで，全ての部材がせん断
破壊しないことを示した．

p.213～236
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 その他：スパイラルアンカー工法，サイトフィットネイリングバー
工法，ベストグラウドバー工法，T-プレート工法・・・等

セラミックキャップバー
（CCb工法）

マルチプルナットバー
（MNb工法）

セラミック定着体を設置し
たねじふし鉄筋を用いる.

多段の定着体を設置した高
強度PC鋼棒を用いる.

ポストヘッドバー
（PHb工法）

鋼製プレートを摩擦圧接した
せん断補強鉄筋を用いる．

構造物外側 構造物打内側

矩形プレート 小型円形プレート

(a)耐震補強：技術資料ⅩⅣ（文献調査例）

あと施工せん断補強筋の種類

寸切りの鉄筋と，両端に定着部を有する鉄筋があり，後者の方が補強効率
が高く，各所で技術開発が精力的に行われている．

既設コンクリートと補強材を一体化させ，所要の定着強度を発揮させるため
の充填剤も重要な要素であり，工法ごとに充填方法が開発されている．

p.426～434

補強材挿入の実績がある9発電所における
具体的な工法の内訳

PHb工法：4発電所

CCb工法：3発電所

MNb工法：2発電所
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現場での耐震補強の適用状況

補強材挿入（あと施工せん断補強筋）が9発電所，部材増厚（RC増し打ち）
は3発電所，部材増設（控え壁）は1発電所で用いられている．

全ての発電所で，屋外重要土木構造物指針・マニュアルが用いられており，
コンクリート標準示方書等が適宜併用されている．

補強材挿入としては，PHb工法が4発電所，CCb工法が3発電所，MNb工法
が2発電所で用いられている．

B
補強実績がある9発電所における

補強方法の内訳

補強材挿入のみ：5発電所

補強材挿入＋
　　部材増厚：3発電所

補強材挿入＋
   部材増設：1発電所

補強実績がある9発電所における
準拠した指針類の内訳

屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針＋
　コンクリート標準示方書：6発電所

屋外重要土木構造物の
耐震性能照査指針のみ：

2発電所

屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針＋
コンクリート標準示方書＋トンネル標準示方書：
1発電所

(a)耐震補強：技術資料ⅩⅣ（アンケート例）
p.434～435
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(b)構造物と機器の境界部：拡充方針

 技術資料： 「Ⅱ 構造物の地震時損傷を考慮したアンカーの耐力に関する実験的

検討」

前フェーズの静的実験で得られたアンカーの復元力特性や損傷状態を対象
として，三元材料非線形解析による現象再現を試みた．

基本的な実験ケース（初期損傷無しの静的実験）の結果を例示した．

試験体（ボルト降伏先行型） 静的実験（繰返し載荷実験）

単位:mm
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主筋

せん断
補強鉄筋

1/2対称モデル

アンカー（ソリッド）

節点数：21229
要素数：19157

【コンクリート】

・ 直交固定ひび割れモデル（全ひずみ理論）

・ 圧縮・引張特性： コンクリート標準示方書モデル

・ せん断伝達特性： Al-Mahaidiモデル

【アンカーや鉄筋】

・ 非線形モデル： バイリニア型（二次勾配1/100）

・ 降伏条件： Von Mises基準

【コンクリートとアンカーの界面】

・ インターフェース要素を設置

・ クーロン摩擦モデルを使用（摩擦係数：0.4）

モデル全景 鉄筋（離散鉄筋）

※鉄筋は完全付着

コンクリート（ソリッド）

鋼製治具
（シェル）

(b)構造物と機器の境界部：技術資料Ⅱ

 三次元材料非線形モデル（解析コードDIANA）

p.43～45
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コンター出力点
変位20mm

コンクリート表面の剥離

 ボルト降伏が認められ，載荷実験による履歴曲線を再現できている．

 ベースプレートやヘッド周辺の損傷に対応する応力集中が確認できる．

降伏
←応力

圧縮
←強度ヘッド周辺の損傷

(b)構造物と機器の境界部：技術資料Ⅱ

 復元力特性や損傷状態の再現性
アンカーのVon Mises応力

コンクリートの最小主応力

p.43～45
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(c)部材非線形：拡充方針

 マニュアル： 「第2章 部材非線形解析を用いた耐震性能照査」

 「2.1 基本的な考え方」および「2.3.5 三次元解析手法を用いた耐震性能照
査の留意点」に，屋外重要土木構造物への積層シェル要素の適用性につい
ては，「技術資料 ⅤⅡ」にて検証している旨を記載した．

 技術資料： 「ⅤⅡ 積層シェル要素を用いた三次元非線形解析に関する検討」

三次元解析における積層シェル要素の適用性を把握するために行った既往
研究や汎用解析コードに関する調査の結果を整理した．

積層シェル要素を用いて，土木構造物を想定した既往実験の再現解析を通
して行った精度検証結果を例示した．

・ TDAPⅢ： スラブとボックスカルバートの実験および三次元解析ベンチマーク実験を
対象とした再現解析

・ DIANA： 砂地盤に埋設されたせん断壁付きボックスカルバート試験体のせん断土
槽実験を対象とした再現解析
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(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（背景・目的）

 背景

前回の指針・マニュアルの改訂では，より現実的かつ合理的な耐震性能照
査に資するために，三次元解析手法の枠組みが導入された．

三次元の照査例では，材料非線形解析の結果を示しているが，実用性の観
点から部材非線形解析に関する事例の拡充が望まれている．

三次元部材非線形解析では，一般に積層シェル要素が用いられるが，土木
構造物での実績は少ないため，基礎知見を含めて整理する必要である．

 目的

三次元解析における積層シェル要素の適用性を把握するために既往研究
や汎用解析ソフトに関する調査を行う．

積層シェル要素を用いて，土木構造物を想定した既往実験の再現解析を通
して，その解析精度を検証する．

p.284

出典： K. Maekawa, A. Pimanmas and H.Okamura: Nonlinear. Mechanics of Reinforced 
Concrete, Spon Press, London and New York, 2003. 等
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(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（基本事項）

 積層シェル要素とは

厚さ方向に層分割し，層毎の面内に材料構成則を定義する非線形要素であ
り，面内では材料非線形要素，面外ではファイバー要素として挙動する．

ソリッド要素より接点数が少なく，要素厚分割に合わせて地盤を細かく分割
する必要がないため，計算時間短縮を図れる点がメリットである．

面外せん断破壊は直接評価できないことから，基本的には面内せん断破壊
と面外曲げ破壊が先行する部材を対象とする．

p.284～285
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1) P. Irawan and  K. Maekawa: Path-Dependent Nonlinear Analysis of Reinforced Concrete Shells, J. Materials, Conc. Struct., 
Pavement, JSCE, No.557/V-34, 1997. 

2) 洪杰: DIANA前川‐福浦モデルを用いた積層シェル要素の解析事例，JIPテクノサイエンス，第22回DIANAユーザ会議，2019.

 他のコード1), 2)と同様に，実験による挙動を概ね再現することができた．

(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（スラブ）

 スラブ試験体とモデル化  TDAPⅢによる再現性

p.285～286
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3) 小松怜史，永田聖二，松尾豊史，畑明仁，前川宏一：水平二方向力が作用する実規模RC部材の破壊挙動の数値解析による分
析，構造工学論文集Vol.67A，2021.

PHb

せ
ん

断
破

壊
先

行
型

曲げ断破壊
先行型

 分割方針や材料パラメータは，文献3)の材料非線形解析（COM3）と揃えた．

面
内

載
荷

（
材

料
非

線
形

解
析

）

面外載荷

（ファイバー要素解析）

赤線：要素分割
青線：層分割

1 要素
（10層）

鉄筋考慮

断面 断面

※節点座標系では，面外方向に
厚みはない．

※面外方向鉄筋は考慮できない．

(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（ベンチマーク実験）

 実規模部材試験体とモデル化（TDAPⅢ）

一面耐震補強を施した試験体 積層シェル要素モデル

p.287

18

積層シェルの面内載荷
⇒ せん断破壊する場合（N-1）

 積層シェルの面内と面外に載荷した結果，それぞれN-1試験体（せん断
破壊先行型）とP-1試験体（曲げ破壊先行型）の初期載荷時（一方向）の
最大耐力を概ね再現することができた．

積層シェルの面外載荷
⇒ 曲げ破壊する場合（P-1）

面外

面内
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TDAPⅢ（面内載荷）

N-1試験体
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Diflection (mm)

TDAPⅢ（面外載荷）

P-1試験体

COM3 COM3

TDAPⅢ TDAPⅢ

PHb無し PHb有り

 各方向の再現性

(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（ベンチマーク実験）
p.288～290
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(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（せん断土槽実験）

 解析対象とする実験の概要

 試験体は，砂地盤に埋設されたせん断壁付きボックスカルバートである．

 せん断土槽底部に試験体を固定し，乾燥砂を埋設した．

 せん断土槽ごと振動台で加振した後，試験体単体の水平載荷を行った．

 振動台実験の入力波は，漸増域10波，最大域5波，漸減域6波を1セットと
する正弦波（振動数3Hz）であり，加速度を調整して8ケース加振した．

平面図 立面図

p.288～290

 解析モデルおよび解析方法（DIANA／前川－福浦モデル）

(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（せん断土槽実験）

 RC試験体とせん断土槽に対し，対称性を考慮して1/2モデルを構築した．

 コンクリートは積層シェル要素，地盤とせん断土槽はソリッド要素とした．

 コンクリートの圧縮・引張特性，ひび割れ面のせん断伝達，および鉄筋の
非線形性は，コンクリート標準示方書に準拠した．

 地盤の構成則には，Ramberg-Osgoodモデルを用いた．

 コンクリート－地盤，土槽－地盤の界面にインターフェース要素を用いた．

地盤表示 地盤非表示

p.288～290
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 加振による応答変位の再現性

 加振による損傷状況の再現性

 地震応答解析により，RC試験体の最大応答変位を概ね追跡している．

 せん断壁に斜めひび割れが生じ，側壁基部に水平ひび割れが顕著となる
という実験によるひび割れの傾向を，解析によりうまく再現している．

(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（せん断土槽実験）

ひび割れひずみ

※変形倍率：10倍

側壁せん断壁

実験結果 解析結果

p.288～290
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 加振後の繰返し載荷履歴の再現性

 積層シェル要素を用いた解析モデルによって実験による最大耐力を概ね
再現可能である．

 特に，振動台による加振履歴を考慮した静的解析によって，振動台実験
後の静的載荷による履歴特性を，より正確に再現できている．

実験結果 解析結果

(c)部材非線形：技術資料ⅤⅡ（せん断土槽実験）

繰返し載荷

p.288～290

まとめ
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(a) 既設構造物の耐震補強

指針：既設構造物の耐震補強に適用できる旨を明記した．

 マニュアル：あと施工せん断補強を施した時の耐力算定の留意点を示した．

照査例：あと施工せん断補強を施した時の既設海水管ダクトの耐力算定を
例示した．

技術資料：当該構造物に適した補強法と現場での適用状況を整理した．

(b) 構造物と機器の境界部の解析

技術資料：前フェーズの静的実験によるアンカーの復元力特性や損傷状態
に対して三元材料非線形解析による再現を試み，基本ケース（初期損傷無
し）の結果を例示した．

(c) 三次元部材非線形解析

 マニュアル：積層シェル要素の適用性の概要について追記した．

技術資料：既往研究や汎用解析コードに関する調査，積層シェル要素を用
いた既往実験の再現解析による精度検証の結果を例示した．

ご静聴ありがとうございました。

24

謝辞：本内容は，主に電力９社と日本原子力発電（株），電源開発（株），
日本原燃（株）による原子力リスク研究センター共通研究の成果を取り纏
めたものです．研究を推進するにあたり，地中構造物の耐震性能照査高
度化小委員会メンバーはじめ多くの方々からご指導，ご協力を賜りました．
関係各位に謝意を表します．


